
■議案第６３号 四万十町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

【要旨】 

 地方税法施行令の一部を改正する政令(平成２５年政令第１７３号)及び地方税法

施行規則の一部を改正する省令(平成２５年総務省令第６６号)が平成２５年６月 

１２日に公布され、原則として平成２８年１月１日から施行されることに伴い、関係

する四万十町国民健康保険税条例の一部を改正するものです。 

 

【政令等改正の趣旨】 

 平成２５年３月３０日に公布された「地方税法の一部を改正する法律」の施行に伴

い、法律で委任された細目について改正が行われました。 

 内容については、平成２５年度より所得割の算定方式が旧ただし書き方式に一本化

されたことによる規定の整備を行ったものです。 

 また、金融所得課税の一体化を推進するため、金融所得間の課税方式の均衡化、損

益通算範囲の拡大など金融所得課税の見直しに伴う規定の改正が行われました。 

 

【条例改正の内容】(平成２９年１月１日施行) 

① （条例附則第６項関係） 

  「上場株式等に係る配当所得等」の分離課税について、特定公社債の利子が対象

に追加されたことによる規定の改正 

② （条例附則第９項関係） 

  「株式等に係る譲渡所得等」の分離課税を「一般株式等に係る譲渡所得等」の分

離課税と「上場株式等に係る譲渡所得等」の分離課税に分けたことに伴い、一般株

式等に係る譲渡所得等に係る規定を記載した。 

③ （条例附則第１０項関係） 

  「株式等に係る譲渡所得等」の分離課税を「一般株式等に係る譲渡所得等」の分

離課税と「上場株式等に係る譲渡所得等」の分離課税に分けたことに伴い、上場株

式等に係る譲渡所得等に係る規定を記載した。 

④ （条例附則第１３・１５・１６・１７項関係） 

第２３条の読み替え規定を追加 

⑤ （旧条例附則第１１・１２・１４・１９項関係) 

  単に課税標準の計算の細目を定めるものであることから削除 

 

【住民に対する影響等】 

 本町では、所得割の算定方式は旧ただし書き方式のため特に変わりはない。 

 金融所得課税に関する改正については、税条例説明資料と同じ。 


